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事業所協議会規約
(名称および事務所)

第１条　この会は、「全国手をつなぐ育成会連合会事業所協議会」(以下、「全国育成会事業
所協議会」という。)と称す。事務局は社会福祉法人手をつなぐに置く。
（目　的）
第２条　全国育成会事業所協議会は、全都道府県並びに政令市育成会(以下、「地方育成会」
という。)と共に歩み、地方育成会のもとに組織されている事業所協議会(以下、地方事業所協議会)の全国的なつながりを基に第３条に定める活動を推進し、知的障がいをはじめとする地域で生活する障がい児者の生活の向上と安心して共に暮らせる地域づくりをめざす。
(活　動)

第３条　全国育成会事業所協議会は、前条に定める目的を実現するため下記の活動に積極的に取り組むものとする。
　　(１)利用者に対する支援力の向上をめざす活動
　　(２)共に暮らす地域の実現をめざす活動
　　(３)国等の関係機関に対する積極的な要望や政策提言の活動
　　(４)協議会ニュースの発行を通した広報と情報共有を図る活動
　　(５)全国研修大会・ブロック研修会の開催を通した実践交流の活動
　　(６)その他、本事業所協議会の目的に資する活動
(会　員)

第４条　全国育成会事業所協議会の会員は、正会員と賛助会員とする。
２　正会員は、第２条の目的に賛同し、必要な手続きを経て入会した以下に該当する事
業所とする。
　(1) 地域で生活する障がい児者の日中の作業および活動の場である小規模作業所等
　(2) 地域活動支援センター
　(3) 障害福祉サービス事業所
　３　正会員は、地方育成会の事業所協議会に入会していること原則とする。ただし、地
方育成会に事業所協議会の組織が無い場合には、直接全国育成会事業所協議会に加盟することができる。ただし、この場合にはブロックの事業所協議会の所属する扱いとする。
　４　全国育成会事業所協議会の目的に賛同し入会するものを「賛助会員」とする。
　５　正会員の会費は、別表１補則第１に定めるとおりとする。賛助会員の会費及び入退会等に係る事項については別表１の補則に定める。
(組織及び役員)

第５条　全国育成会事業所協議会は、原則地方育成会の事業所協議会(以下、「地方協議会」という。)に加盟する事業所で構成する。
　２　全国育成会事業所協議会には会長を置き、全国手をつなぐ育成会連合会（以下、「全
国育成会連合会」という。）の代表者を会長とする。
　３　地方協議会には、それぞれ推進担当者１名を置く。
　４　地域の実情等を考慮した活動を進めるため、全国を下記の地域区分(以下、「ブロッ
ク」という。）し、そこに協議会を設けるとともにブロック責任者(以下、「運営委員」
という。）を配置する。
　　(１)北海道
　　(２)東北
　　(３)関東甲信越
　　(４)東海北陸
　　(５)近畿
　　(６)中国・四国
　　(７)九州
　５　各ブロックの運営に当たって、広域等の事情により運営委員の補佐的な担当を置く
ことができる。この場合、運営委員会の同意を得なければならない。
　６　運営委員及び第５項により選任される運営委員の補佐の任期は２年とする。
（運営委員会）
第６条　全国育成会事業所協議会には、円滑な活動の推進を図るため、前条に定めるブロ
ックの運営委員を持って構成する「運営委員会」を設置する。
　２　運営委員会には会長が指名する委員長を置き、会務を統括する。
　３　運営委員会には、会務の統括、渉外、財務の所管以外に、研修、広報、政策提言
の担当を設け、それぞれ運営委員が分担して掌理する。
　４　運営委員会は過半数の運営委員の出席で成立し、会務の進捗状況を検証するほか必
要な会務の執行に係る議決をすることができる。議決には、出席委員の２／３以上の
賛同を必要とする。
　５　運営委員会は、運営委員長が招集し議長を務める。
６　運営委員が第３条に係る職務のために要する旅費等については、全国育成会連合会
　　の旅費規程を準用する。
　　　なお、研修会の開催に係って外部から講師を招ねく場合の謝金等については、全国
育成会連合会の謝金規程を準用する。
 (会計及び会計年度)

第７条　全国育成会事業所協議会の会計収入は、下記のとおりとする。
　　(１)会費
　　(２)活動に伴う収入
　　(３)寄付その他の収入
　２　全国育成会事業所協議会の会計年度は、毎年度４月１日に始まり、翌年の３月３１日までとする。
　３　事業所協議会の予算、決算については、事業計画及び事業報告とともに、全国育成
会連合会の議決機関（総会及び役員会）に提案し同意を得なければならない。
（規約等の改廃）
第８条この規約を改正する場合は、運営委員会の議決とともに全国育成会連合会の執行機関（役員会）の同意を得なければならない。
　２　この規約の実施に当たっての細則は、運営委員会の議決をもって別に定めることが
できる。この場合、事後に全国育成会連合会の執行機関に報告し同意を得なければな
らない。
(附　則)

　１　この規約は、2014年  7月31日より施行する。
　２　この規約の改正は、2018年　6月20日より施行する。
別表　１　　正会員及び賛助会員の会費に係る補則
（会　費）

第１条　全国育成会事業所協議会の正会員並びに賛助会員の会費は、以下のとおりとする。
　　一　正会員の会費については、一事業所５，０００円とする。この場合、正会員は、
年４回以上発行される「協議会ニュース」の配布を受けるほか、全国及びブロック
において開催される研修会参加する場合、会員扱いの参加費の措置を受けることが
できる。
　
　　二　全国育成会事業所協議会の賛助会員は、年会費３，９００円を納入した事業所又は事業所に属する職員とする。この場合、全国育成会連合会が発行する月間誌「手をつなぐ」の配布を受けることができる。
　２　年度途中の入退会については、年会費制なので月割りの対応はしない。
（入会手続き）
第２条　正会員及び賛助会員の全国育成会事業所協議会への入会の手続きについては、以
下のとおりとする。
　　一　正会員の入会手続きについては、原則として地方事業所協議会への入会手続きの時に、その所定の手続きの他は全国育成会事業所協議会への入会意思を明確に届け出ることと地方育成会事業所協議会の会費と前条の規定に基づく全国育成会事業所協議会の会費を併せて入金の手続きをすることで加盟の手続きとする。
　　二　地方育成会に事業所協議会が無い場合には、直接全国育成会事業所協議会に所定
の入会手続きをするものとする。この場合、事務局に所定の入会届を請求、その提
出と併せて年会費を納入することとする。
　　三　賛助会員の入会については、地方育成会を通じて入会する方法又は全国育成会連
　　　合会に直接入会手続きをして入会する方法のいずれかを選択して入会することがで
きる。
　　四　正会員も所定の手続きにより賛助会員になることができ、月刊誌「手をつなぐ」
の配布を受けることができる。
（退会手続き）

第３条　正会員及び賛助会員の退会については、入会時に手続きをした地方育成会又は全
国育成会連合会に所定の手続きをすることで退会することができる。
　　　　ただし、この場合会費については年会費制なので、年度途中の退会について退会
後の月割りでの会費の返却はしない。

(補則の改廃)

第４条　この補則の改廃は、運営委員会における過半数の決議をもって改廃することがで

きる。この場合、速やかに全国育成会連合会へ報告しなければならない。

